
生
活
福
祉
課
題
８
項
目
の
要
望
を
行
う

秋
田
県
地
域
福
祉
推
進
委
員
会
（
以
下

「
委
員
会
」）
は
、
県
民
が
抱
え
る
生
活
福

祉
課
題
や
地
域
の
福
祉
課
題
、
制
度
・
政

策
に
関
す
る
調
査
研
究
を
行
う
と
と
も

に
、
具
体
的
な
提
言
や
要
望
等
を
通
じ
、

課
題
の
解
決
を
図
っ
て
お
り
ま
す
。

今
年
度
、
様
々
な
分
野
に
関
す
る
７
項

目
の
課
題
が
委
員
会
に
提
出
さ
れ
、
協
議

の
結
果
、
さ
ら
に
１
項
目
を
加
え
た
計
８

項
目
に
つ
い
て
、
別
表
（
ｐ
．
４
～
５
）

の
と
お
り
県
に
要
望
し
、
回
答
を
得
ま
し

た
。こ

こ
で
は
、
要
望
と
回
答
を
抜
粋
し
て

紹
介
し
ま
す
（
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
全

文
を
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。）。

秋
田
県
地
域
福
祉
推
進
委
員
会
の
取
組
み

県
内
の
福
祉
課
題
を
再
確
認

　
　
　秋
田
県
に
要
望
書
を
提
出

◆
福
祉
・
介
護
分
野
で
の

人
材
確
保
が
喫
緊
の
課
題

委
員
会
で
は
、
人
材
確
保
と
職
員
の
定

着
を
図
る
た
め
、
職
員
の
研
修
体
制
の
充

実
や
処
遇
改
善
等
、
働
き
や
す
い
職
場
の

実
現
に
努
め
て
い
る
も
の
の
、
児
童
、
障

害
、
高
齢
等
の
分
野
を
問
わ
ず
、
人
材
確

保
に
苦
慮
し
て
い
る
こ
と
が
改
め
て
確
認

さ
れ
ま
し
た
。

平
成
30
年
９
月
現
在
、
秋
田
労
働
局
管

内
に
お
け
る
全
業
種
の
有
効
求
人
倍
率
は

１
．
52
倍
の
と
こ
ろ
、
福
祉
関
連
業
種
は

２
．
57
倍
と
な
っ
て
お
り
、
人
材
不
足
は

深
刻
な
状
況
に
あ
り
ま
す
。
福
祉
・
介
護

の
仕
事
を
目
指
す
人
や
、
こ
う
し
た
業
務

に
従
事
し
て
い
る
人
が
、
誇
り
と
自
信
を

持
っ
て
就
職
し
た
り
、
従
事
し
続
け
ら
れ

る
よ
う
、
待
遇
改
善
を
含
め
た
職
場
環
境

の
一
層
の
整
備
が
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て

い
ま
す
。（
NO.
１
～
４
）

◆
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
慢
性
的
な

定
員
割
れ
が
課
題

平
成
17
年
度
か
ら
の
税
源
移
譲
に
よ
り

各
市
町
村
に
よ
る
措
置
費
支
出
の
財
源
が

全
て
地
方
交
付
税
に
な
っ
て
か
ら
、
養
護

老
人
ホ
ー
ム
の
定
員
割
れ
が
顕
著
に
な
っ

て
お
り
、
そ
の
原
因
は
い
わ
ゆ
る
「
措
置

控
え
」で
は
な
い
か
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

県
老
人
福
祉
施
設
協
議
会
が
県
内
の
養
護

老
人
ホ
ー
ム
16
施
設
に
行
っ
た
ア
ン
ケ
ー

ト
（
平
成
30
年
８
月
）
に
よ
る
と
、
11
施

設
が
定
員
を
満
た
し
て
お
ら
ず
、
う
ち
３

施
設
に
お
い
て
は
入
所
率
が
８
割
と
な
っ

て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
し
た
。
そ
れ
ぞ

れ
の
運
営
状
況
も
「
不
良
」
と
「
や
や
不

良
」
で
50
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
消
費
税
率
が
８
％
に
増
税
さ
れ

た
際
、
国
か
ら
措
置
費
の
改
定
に
関
す
る

通
知
が
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
市
町

村
に
よ
っ
て
改
定
時
期
に
差
も
生
じ
て
い

ま
し
た
。（
NO.
５
）

◆
権
利
擁
護
体
制
の
充
実
が求め

ら
れ
る

本
県
は
、
成
年
後
見
制
度
の
利
用
実
績

が
全
国
最
下
位
に
あ
り
ま
す
。
そ
の
一
方

で
、「
日
常
生
活
自
立
支
援
事
業
（
※
１
）」

は
年
々
利
用
者
が
増
加
傾
向
に
あ
り
、
平

成
30
年
８
月
末
現
在
、
県
内
で
３
６
４
名

が
利
用
し
て
い
ま
す
。

（
※
１
）
判
断
能
力
が
不
十
分
な
認
知
症
高
齢
者
等
が
地
域

で
自
立
し
た
生
活
を
送
れ
る
よ
う
福
祉
サ
ー
ビ
ス

の
利
用
援
助
等
を
行
う
。

平
成
29
年
度
か
ら
全
て
の
市
町
村
社
協

に
「
福
祉
生
活
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
」
を

設
置
し
、
利
用
待
機
者
の
解
消
と
新
規
利

用
者
の
拡
大
に
努
め
て
い
ま
す
が
、
市
町

村
社
協
の
限
ら
れ
た
職
員
が
専
門
員
を
兼

務
す
る
体
制
で
は
対
応
に
も
限
界
が
あ
る

の
が
現
状
で
す
。（
NO.
６
）

◆
生
活
支
援
体
制
整
備
事
業
の

推
進
を
求
め
る

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
向

け
、
生
活
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
配
置

と
協
議
体
設
置
を
平
成
30
年
度
内
に
終
了

す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
が
、
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
配
置
済
み
は
19
自
治
体
、

協
議
体
設
置
済
み
は
17
自
治
体
に
と
ど

ま
っ
て
い
ま
す
（
平
成
30
年
10
月
現
在
）。

ま
た
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
は
高
い

専
門
性
が
求
め
ら
れ
ま
す
が
、
県
内
の
各

市
町
村
に
お
い
て
は
、
国
の
基
準
を
下

回
る
委
託
料
し
か
支
出
さ
れ
て
お
ら
ず
、

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
定
着
し
な
い
要
因

の
一
つ
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。（
NO.
７
）

福
祉
人
材
関
係

高
齢
福
祉
関
係

地
域
福
祉
関
係

社会福祉あきた  No.349

3



◆
民
生
委
員
・
児
童
委
員
の
な
り
手

確
保
に
向
け
た
支
援
が
必
要

住
民
に
最
も
身
近
な
相
談
・
支
援
者
で

あ
る
民
生
委
員
・
児
童
委
員
の
な
り
手
確

保
が
全
国
的
な
課
題
と
な
っ
て
お
り
、
本

県
で
も
、
16
市
町
で
78
名
の
欠
員
状
態
に

あ
り
ま
す
（
平
成
30
年
４
月
時
点
）。

ま
た
、
１
期
（
３
年
）
以
内
で
退
任
す

る
委
員
の
割
合
が
14
％
と
な
っ
て
い
る
ほ

か
、
委
員
候
補
者
に
つ
い
て
「
委
員
自
身

が
後
任
者
を
探
す
」
割
合
が
約
４
割
と
、

全
国
平
均
の
19
．
５
％
を
大
き
く
上
回
る

状
況
に
あ
り
ま
す
。（
NO.
８
）

No 要 望 項 目 回 答 要 旨

1 【児童養護施設関係】
　個別的、医療的ケアを必要とする入所児童は年々増加傾向に
あるが、小規模化・地域分散化が進む児童養護施設において、
専門職の加配だけでは必要なケアを十分に行えない状況にあ
り、日常的なケアを行う人材の増員も必要である。福祉人材の
確保・定着促進に向けて国へ働きかけてもらいたい。

　今後の人材の安定的な確保に向けて、施設や国、県等がどの
ような役割を担っていくべきか、皆様と一緒に考えたい。

2 【障害者福祉関係】
　秋田県知的障害者福祉協会会員事業所へのアンケートで、回
答事業所の半数以上が人材確保に苦慮していることが判明し
た。看護師や生活支援員の確保が特に難しい状況にある。
　また、障害福祉関係施設に就職を希望する人材を確保するた
めの対策を講じてもらいたい。

　新規事業所等に処遇改善加算について周知していくので、貴
協会からも積極的な活用を呼びかけるようお願いしたい。
　障害理解のための教育の推進や障害のある方とない方の交流
機会の拡大に取り組んでいきたいと考えているが、事業を進め
るに当たっては、貴協会をはじめ各種関係団体からの協力が必
要不可欠であることから、お力添えをお願いしたい。

3 【保育関係】 
　少子化の一方で、発達障害のある未就学児が増加傾向にある。
児童の安全を守り、トラブルを防ぐためにも、市町村は地方交
付税を活用し、保育補助者を雇用するための費用を補助しても
らいたい。また、県からは市町村の対応を働きかけてもらいた
い。

　県では、地方交付税の算定方法が受入障害児数によるものへ
変更されたことを、通知や事務連絡等で市町村に周知している
が、今後も、市町村担当課長会議や市町村指導監査などの機会
を通じて情報提供していきたい。
　障害児保育に対する補助の責務は一義的には市町村にあるの
で、個別の市町村に対して、障害児保育補助金の充実強化を働
きかけてもらいたい。
　発達障害者支援センターへの相談が増加しており、面談まで
の長期待機解消のため相談対応人員を増やすことも検討してい
る。発達障害の特性への理解を図るため「発達障害支援ハンド
ブック」を作成し、県のウェブサイトでも公開しているので、
保護者や保育士に活用してもらいたい。

4 【福祉人材全般】 
１　処遇改善加算について、看護師や栄養士、作業療法士・理
　 学療法士等の医療職や調理員、相談員、事務職員等が対象と

なるよう国に働きかけてもらいたい。
２　「介護サービス認証評価制度（*2）」について、認証を受

けた事業所への報酬加算制度の導入等を国に働きかけると
ともに、認証取得に向けたインセンティブを強化してもらい
たい。

３　現在実施している「介護従事者新規就労支援事業（*3）」「ア
クティブシニア介護職参入促進事業（*4）」「潜在介護福祉士
等再就職支援事業（*5）」の対象者を福祉・介護全般に広げ
てもらいたい。 

（*2）人材育成等に積極的に取り組んでいる事業所を県が認証する制度。

（*3）介護の実務経験が１年未満の方を対象に基礎講習会の開催や介護保

　　　険施設等での職場体験及び実務訓練等を実施する事業。

　 （*4・5）「社会福祉あきた」347 号で紹介。

１　国に対しては職種の限定をせずに加算対象とするよう要望
しているところであり、平成３１年１０月の消費税引上げに
際して、さらなる改善に向けた検討がされるとは思うが、引
き続き提案・提言をしていきたい。

２　一部で報道があった国による制度創設という情報は正式に
はないが、国の動きを注視していく。インセンティブについ
ては、提案のあった問題は、県と協議してもらいたい。また、
指導監査等の実施に伴う負担軽減策についても、法人監査の
項目と重なる部分があるとすれば、簡略化できないかを監査
担当と検討していきたい。

３　トライアル雇用制度関係の事業は医療介護総合確保基金を
財源とする事業であり、最初から介護以外の就労者を対象と
することは趣旨に反することになることから、基金の目的か
ら外れない範囲で柔軟に対応したい。

秋田県に提出した要望項目と回答（抜粋）
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No 要 望 項 目 回 答 要 旨

5 【高齢福祉関係】
１　養護老人ホームの慢性的な定員割れへの対応について、入

所措置費の適正な予算化、入所判定委員会委員への養護老人
ホーム関係者の選定や開催数の標準化等をお願いしたい。

２　平成 31 年 10 月からの消費税増税に対応した各市町村の
措置費改定について、社会経済情勢及び地域の実情に合った
老人保護措置費支弁基準の適切な改正をお願いしたい。

１　厚生労働省老健局通知「老人ホームへの入所措置等の指針
について」に基づき適切に処理するよう、これまでも要請し
てきたが、同指針の発出から 10 年以上経過しているので、
改めて市町村へ働きかけを行っていきたい。

２　前回の引き上げ時と同様、今後、国から対応方針が示され
た場合には、県としても速やかに市町村に情報提供等を行っ
ていきたい。

6 【権利擁護関係】
１　国に日常生活自立支援事業の国庫補助基準額の見直しを求

めていただきたい。また、事業の重要性に鑑み、市町村にお
いても単独補助を検討していただきたい。

２　各市町村には、市町村成年後見制度利用促進計画の策定や、
制度の利用促進に向けて専門職団体や関係機関による連携
体制づくりをはじめ、「成年後見支援センター」や「権利擁護
センター」の設置に積極的に取り組んでいただきたい。併せ
て、県においても、市町村の積極的な取組みを支援していた
だきたい。

１　適切な補助基準額の設定など、十分な財源措置を講じるよ
う国へ要望をしているところであり、今後も継続していきた
い。

２　市町村計画の策定促進に向けて、平成 31年度から市町村
職員等を対象とした実務研修会を開催するなどして意識付
けを図るとともに、広域的なネットワーク構築のモデル事業
等の実施など、体制整備に向けた支援を行ってまいりたい。

7 【生活支援体制整備事業】 
　各市町村には専門性を有する常勤の職員を配置し、生活支援
コーディネーターの機能を発揮できるよう取り組んでいただく
とともに、県においても全県あまねく実施されるよう取組みを
強化していただきたい。

　コーディネーターについては、多様な主体との調整能力等が
必要とされることから、県としても、これまで養成研修等を行っ
てきたところであり、今後もスキルアップのための研修等によ
り市町村の取組みを支援していく。
　コーディネーター配置に係る経費については、地域支援事業
交付金において標準額が定められているが、各市町村の実情に
応じて、適切に交付金の活用が図られるよう、併せて働きかけ
ていきたい。

8 【民生委員関係】 
　各市町村においては、委員確保に向けた取組みを積極的に進
めるとともに、新任委員が早期に退任しないようその活動を支
援していただきたい。

　民生委員を確保していくためには、１人で問題を抱え込むの
ではなく複数による活動体制を推進するなどして負担軽減を図
ることや、欠員が生じてから候補者を探すのではなく、計画的
に将来の候補者の育成を図っていくことが重要である。県社協
など関係機関と十分に連携して進めていきたい。
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